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分担研究報告書 

 
４．中規模建築物における貯水槽衛生管理および飲料水水質管理の課題 

 
研究分担者  島﨑 大 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 既往の特定建築物を対象とした給水設備の管理状況について、厚生労働省による衛生

行政報告例より抽出されたデータを元に整理と考察を行った。また、水道法に基づく簡易専用水

道施設や、水道法適用外の小規模貯水槽水道施設の衛生管理や水質管理に関する状況と比較する

ことで、中規模建築物における給水水質管理および貯水槽衛生管理の課題について考察を行った。

平成 29 年度において、全国 45,679 施設の特定建築物のうち、遊離残留塩素の検査が未実施であ

った施設は 1.5%、水質検査が未実施であった施設は 2.7%であり、いずれも過去 10 年間で最も低

い割合であった。特定建築物の遊離残留塩素の含有率については、平成 29 年度において 1.5%が

不適合となり、過去 10 年間で最も低い値であった。用途別では学校のみ 2.7%と高く、要因とし

て学校施設における夜間や休日の滞水が考えられた。貯水槽の清掃については、平成 29 年度に未

実施であった施設は 1.0%であり、過去 10 年間で最も低い割合となった。中規模建築物に対して

も、特定建築物に準じる形で、定期的な遊離残留塩素検査ならびに水質検査、貯水槽清掃を義務

づけることが、飲料水に係る安全性の確保の面から望ましいと考えられる。 

 

A．研究目的 

 中規模建築物においては、建築物衛生法

に規定される「建築物環境衛生管理基準」

に従って貯水槽の衛生管理および飲料水の

水質管理を行う義務は課せられていないも

のの、多数の者が使用、利用するものにつ

いては努力義務が課せられており、当該基

準に従って維持管理をするように努めなけ

ればならないとされている（建築物衛生法

第４条第３項）。また、有効容量 10m3を超

える貯水槽を有する建築物においては、水

道法に規定される簡易専用水道管理基準に

従って貯水槽の衛生管理、水質管理を行う

こと（水道法第 34 条の 2 第 1 項）、年１回

登録検査機関の検査を受けること（水道法

第 34条の 2第 2項）が義務づけられている。

さらに、有効容量 10m3 以下の貯水槽につ

いても、自治体によっては条例等により簡

易専用水道に準じた維持管理を管理者に求

めている場合がある。しかしながら、中規

模建築物における貯水槽の衛生管理や水質

管理についての管理状況は明確でない。 
 そこで今年度においては、既往の特定建

築物を対象とした給水設備の管理状況につ

いて、厚生労働省による衛生行政報告例よ

り抽出されたデータを基に、整理と考察を

行った。また、水道法に基づく簡易専用水

道施設や、水道法適用外の小規模貯水槽水

道施設の衛生管理や水質管理に関する状況

と比較することで、中規模建築物における

給水水質管理および貯水槽衛生管理の課題

について考察を行った。 
 

B．研究方法 

 (1)特定建築物における給水管理に係る不

適合状況等の確認 
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厚生労働省が公開する衛生行政報告例

1,2)より、給水管理に係る以下 5 項目を対象

として、平成 20 年度～29 年度の 10 年間に

おける不適合率を抽出した。また、建築物

の用途別における不適合率を比較した。 
 
(21)遊離残留塩素の含有率の検査実施 
(22)遊離残留塩素の含有率 
(25)水質検査実施 
(26)水質基準 
(29)貯水槽の清掃 

 
(2)貯水槽水道における受検状況の確認 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課より

近年の簡易専用水道（有効容量 10m3 超）

ならびに小規模貯水槽水道（有効容量 10m3

以下）を対象とした登録検査機関による検

査の受検率等の情報 3)を入手し、受検状況

の推移について把握、課題点を取りまとめ

た。 
 
C．研究結果 

(1)特定建築物における給水管理に係る不

適合状況等の確認 

①遊離残留塩素の検査実施ならびに含有率 
 平成 20 年度～29 年度における特定建築

物の給水末端を対象とした遊離残留塩素の

検査実施ならびに遊離残留塩素含有率の不

適合率を表 4-1 に示す。平成 29 年度におけ

る特定建築物届出件数は全国で 45,679 施

設あり、そのうち遊離残留塩素の検査が未

実施であった施設は 1.5%、遊離残留塩素の

含有率が不適合（百万分の 0.1 未満）であ

った施設は 1.5%であり、いずれも過去 10

年間で最も低い値となった。平成 28 年度以

前においては、前者は 2.4～4.2%、後者は

1.9～3.1%の範囲となっており、平成 29 年

度は例年より大幅に改善された。 

 なお、平成 29 年度における用途別の不適

合率を比較すると、遊離残留塩素の検査が

未実施であった施設の割合は興行場 0.5%、

百貨店 1.2%、店舗 2.5%、事務所 0.7%、学

校 1.4%、旅館 2.9%、その他 2.6%であった。

また、遊離残留塩素の含有率が不適合であ

った施設の割合は興行場 1.0%、百貨店 1.3%、

店舗 1.1%、事務所 1.5%、学校 2.7%、旅館

1.5%、その他 1.3%であった。 

表 4-1 特定建築物における遊離残留塩素

の検査実施ならびに含有率の適合状

況 

年度 

遊離残塩検査

の未実施率

[%] 

遊離残塩含有

率の不適合率 

[%] 

H20 3.7 2.6 

H21 4.2 3.1 

H22 3.3 2.3 

H23 2.6 2.2 

H24 2.7 2.7 

H25 2.6 2.0 

H26 2.6 1.9 

H27 2.4 1.9 

H28 2.7 2.0 

H29 1.5 1.5 

 
②水質検査の実施ならびに水質基準の保持 
 平成 20 年度～29 年度における特定建築

物の給水末端を対象とした水質検査実施な

らびに水質基準の不適合率を表 4-２に示す。

平成 29 年度に水質検査が未実施であった

施設は 2.7%、水質基準が不適合であった施

設は 0.5%であり、いずれも過去 10 年間で

最も低い値となった。平成 28 年度以前にお
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いては、前者は 5.3～7.1%、後者は 0.6～

0.9%の範囲となっており、特に水質検査の

実施状況は例年より大幅に改善された。 

 なお、平成 29 年度における用途別の不適

合率を比較すると、水質検査が未実施であ

った施設の割合は興行場 2.6%、百貨店 2.1%、

店舗 3.5%、事務所 1.8%、学校 1.7%、旅館

5.6%、その他 3.5%であった。また、水質基

準が不適合であった施設の割合は興行場

0.3%、百貨店 0.7%、店舗 0.6%、事務所 0.4%、

学校 0.2%、旅館 0.8%、その他 0.5%であっ

た。 

表 4-2 特定建築物における水質検査の実

施ならびに水質基準の適合状況 

年度 

水質検査の 

未実施率 

[%] 

水質基準の 

不適合率 

[%] 

H20 6.8 0.6 

H21 7.1 0.8 

H22 5.8 0.9 

H23 5.4 0.6 

H24 5.3 0.6 

H25 5.6 0.6 

H26 6.2 0.7 

H27 6.0 0.7 

H28 5.3 0.6 

H29 2.7 0.5 

 
③貯水槽の清掃 
 平成 20 年度～29 年度における特定建築

物の貯水槽を対象とした清掃の不適合率を

表 4-３に示す。平成 29 年度に貯水槽清掃

が未実施であった施設は 1.0%であり、過去

10 年間で最も低い値となった。平成 28 年

度以前においては 1.6～2.7%の範囲となっ

ており、例年より大幅に改善された。 

 なお、平成 29 年度における用途別の不適

合率を比較すると、貯水槽清掃が未実施で

あった施設の割合は興行場 0.3%、百貨店

0.5%、店舗 1.2%、事務所 0.8%、学校 0.4%、

旅館 2.5%、その他 0.7%であった。 

表 4-3 特定建築物における貯水槽清掃の

実施状況 

年度 

貯水槽清掃の 

未実施率 

[%] 

H20 1.9 

H21 2.0 

H22 2.4 

H23 2.7 

H24 2.4 

H25 1.9 

H26 2.0 

H27 2.0 

H28 1.6 

H29 1.0 

 
(2)貯水槽水道における受検状況の確認 

 平成 20年度～29年度の 10年間における

簡易専用水道の法定検査受検率および検査

指摘率を表 4-4 に、小規模貯水槽水道の検

査受検率および検査指摘率を表 4-5 にそれ

ぞれ示す。平成 29 年度における簡易専用水

道の施設数は全国で 207,808 施設、うち検

査を実施した施設数は 162,565 施設であり

受検率は 78.2%となった。これは直近の平

成 27,28 年度と同程度ではあるものの、平

成 17 年度以降、継続して 8 割以下の受検率

にとどまった。検査における指摘率（管理

基準逸脱等の指摘があった施設の割合）は

22.4%となり、過去 10 年間を通じて漸減す

る傾向が継続していた。 
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 一方、平成 27 年度における小規模貯水槽

水道の施設数は全国で 829,524 施設、うち

検査を実施した施設数は 27,677 施設であ

り受検率は 3.3%となり、過去 10 年間でほ

ぼ横ばいであった。検査指摘率は 24.3%で

あり、過去 10 年間で最も低い割合となった。 
表 4-4 簡易専用水道における法定検査受

検ならびに検査指摘の状況 

年度 
検査受検率

[%] 

検査指摘率 

[%] 

H20 80.0 34.7 

H21 79.0 27.7 

H22 79.8 27.3 

H23 79.4 25.3 

H24 78.7 26.2 

H25 76.5 25.5 

H26 76.4 24.2 

H27 78.3 23.8 

H28 78.4 23.3 

H29 78.2 22.4 

 
表 4-5 小規模貯水槽水道における検査受

検ならびに検査指摘の状況 

年度 
検査受検率

[%] 

検査指摘率 

[%] 

H20 2.6 31.1 

H21 3.0 34.6 

H22 3.2 32.1 

H23 3.0 32.4 

H24 3.2 29.3 

H25 3.0 28.4 

H26 3.1 28.3 

H27 3.2 26.9 

H28 3.1 25.4 

H29 3.3 24.3 

 

 

D．考察 

(1)特定建築物における給水管理に係る不

適合状況等の確認 

 平成 29 年度において、全国 45,679 施設

の特定建築物のうち遊離残留塩素の検査が

未実施であった施設は 1.5%、水質検査が未

実施であった施設は 2.7%であり、いずれも

過去 10 年間で最も低い割合であった。単純

な比較はできないものの、前項の簡易専用

水道における未受検率は、定期的な法定検

査の受検が義務づけられているにも関わら

ず 20%超となっており、特定建築物の給水

管理に係る各検査の実施は、簡易専用水道

よりも望ましい状況にあると言える。特定

建築物の用途別に比較すると、遊離残留塩

素検査および水質検査の未実施率が平均よ

り高かった施設は共通しており、店舗が

2.5%および 3.5%、旅館が 2.9%および 5.6%、

その他が 2.6%および 3.5%であった。各用途

の施設に対する、遊離残留塩素検査および

水質検査実施のさらなる向上にむけた取組

みが必要と思われる。 

 一方、遊離残留塩素の含有率については、

平成 29 年度において、検査を実施した特定

建築物施設のうち 1.5%が不適合であった。

これは過去 10 年間で最も低い値であった

ものの、簡易専用水道検査における不適合

内容のうち、残留塩素に係る不適合率は

0.5%～0.9%の範囲（平成 25～29 年度）3)で

あることから、特定建築物の給水末端にお

ける残留塩素の保持に関して課題があると

考えられる。なお、小規模貯水槽水道にお

ける残留塩素に係る不適合率は 1.5%～3.0%

の範囲（平成 25～29 年度）3)であった。用

途別の不適合率を比較すると、学校のみ
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2.7%と高く、他の用途は 1.5%以下であった。

学校施設においては夜間や休日に給水設備

が未使用となり、長時間の水の滞留によっ

て、遊離残留塩素が低減ないし消失しやす

い状況にあると推定される。 

また、水質検査結果の不適合率について

は、平成 29 年度において 0.5%であった。

これも過去 10 年間で最も低い値であった

ものの、簡易専用水道検査における不適合

内容のうち、残留塩素以外の水質項目に係

る不適合率は、臭気が 0.00～0.07%、味が

0.00～0.06%、色が 0.01～0.08%、色度が

0.07%～0.24%、濁度（濁りを含む）が 0.03

～0.23%の範囲（いずれも平成 25～29 年度）

3)となっている。今回参照した衛生行政報告

例では、どの水質基準項目が不適合であっ

たか明記されていないため、特定建築物の

給水管理において課題となる水質項目につ

いて精査する必要があると考えられる。 
 貯水槽の清掃については、平成 29 年度に

未実施であった施設は 1.0%であり、過去 10

年間で最も低い値となった。平成 28 年度以

前は 1.6～2.7%の範囲となっており、例年

より大幅に改善された。用途別の不適合率

を比較すると、平均より高かった施設は店

舗が 1.2%、旅館が 2.5%であった。旅館業に

おいては先述のように遊離残留塩素および

水質検査の未実施率も高い状況にあるため、

さらなる改善が必要であると考えられる。 
 

(2) 貯水槽水道における受検状況の確認 

有効容量 10m3を超える貯水槽水道は水道

法により簡易専用水道と位置付けられ、定

期的な法定検査の受検が義務づけられてい

るものの、受検率は 8 割を下回っている状

況にあり、法定検査を受けていない施設が

全国で 45,243 施設存在することが確認さ

れた。また、受検施設における指摘率は漸

減傾向にあるものの、直近では 22.4%の施

設が衛生管理状況に関する指摘を受けてお

り、各施設における日常的ならびに定期的

な管理水準の向上が課題である。とりわけ、

衛生行政担当部局と水道事業者の間で簡易

専用水道施設の所在地情報の共有が行われ

ていない自治体が散見されるため 3)、各関

係組織における情報共有を促進し、衛生行

政担当部局による法定検査の受検指導等を

効果的に行うことで、受検率ならびに管理

水準の向上をはかることが望まれる。 

一方、法定検査の受検義務が水道法上は

定められていない小規模貯水槽水道（有効

容量 10m3以下）については、3％程度の受検

率で推移していること、指摘率は簡易専用

水道と同様に漸減傾向にあるものの、簡易

専用水道よりも高い値であること、施設数

が簡易専用水道の 4 倍以上存在することか

ら、衛生管理上の課題が大きいものと考え

られた。多くの自治体において条例や要綱

を制定し小規模貯水槽水道に対する指導を

行っており、その割合は都道府県では 89%、

保健所設置市では 98%、特別区では 100%に

上った。一方、保健所未設置市での制定は

56%にとどまった 3)。各条例や要綱において

は、努力義務となっている場合が少なくな

いものの、各自治体において貯水槽の衛生

管理水準の向上に向けた取組みをさらに推

進することが望まれる。 

 

(3) 中規模建築物における給水水質管理お

よび貯水槽衛生管理の課題 

 以上のように、既往の特定建築物におい

ては、遊離残留塩素検査および水質検査と
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いった給水水質の管理状況、ならびに、貯

水槽の清掃状況はいずれも良好であった。

中規模建築物に対しても、特定建築物に準

じる形で、定期的な遊離残留塩素検査なら

びに水質検査、貯水槽清掃を義務づけるこ

とが、飲料水に係る安全性の確保の面から

望ましいと考えられる。一方、水質検査の

項目数については、上流側である公共水道

あるいは専用水道において水道法に基づい

た定期的な水質検査が行われていることを

考慮すれば、建物内の給水装置に由来して

増加する可能性がある項目（鉛・鉄・銅）、

ヒトの急性的な健康影響に関連する項目

（一般細菌、大腸菌、亜硝酸態窒素、硝酸

態窒素及び亜硝酸態窒素）、水道水の基本的

な性状に関連する項目（有機物(TOC)、pH
値、味、臭気、色度、濁度）等に限定する

ことも一案であろう。なお、東京都福祉保

健局による簡易専用水道を対象とした水質

検査の指導では、毎日検査（色、濁り、に

おい、味）、毎週 1 回以上（残留塩素濃度）、

毎年 1 回以上（一般細菌、大腸菌、塩化物

イオン、有機物（TOC）、pH 値、味、臭気、

色度、濁度）を上乗せで設定している 4）。

これらは、中規模建築物における水質検査

項目としても参考になると思われる。 
 

E．結論 

本邦の 45,679 施設の特定建築物のうち、

平成 29 年度において遊離残留塩素の検査

が未実施であった施設は 1.5%、水質検査が

未実施であった施設は 2.7%であり、いずれ

も過去 10 年間で最も低い割合であった。店

舗・旅館・その他の用途における未実施率

が比較的高いため、各施設に対して遊離残

留塩素検査および水質検査実施のさらなる

推進が必要である。特定建築物の遊離残留

塩素の含有率については、平成 29 年度にお

いて 1.5%が不適合となり、過去 10 年間で

最も低い割合であった。用途別では学校の

み 2.7%と高く、他の用途は 1.5%以下であり、

要因として学校施設における夜間や休日の

滞水が考えられた。貯水槽の清掃について

は、平成 29 年度に未実施であった施設は

1.0%であり、これも過去 10 年間で最も低い

割合となった。 

水道法上の法的義務のある簡易専用水道

の検査受検率は 80%弱、義務のない小規模

貯水槽水道の検査受検率は 3％程度にとど

まっていた。衛生行政担当部局と水道事業

者の間で簡易専用水道施設の所在地情報等

の共有、条例や要綱による小規模貯水槽水

道に対する指導など、貯水槽の衛生管理水

準の向上に向けた取組みをさらに推進する

ことが望まれる。 

中規模建築物に対しても、特定建築物に

準じる形で、定期的な遊離残留塩素検査な

らびに水質検査、貯水槽清掃を義務づける

ことが、飲料水に係る安全性の確保の面か

ら望ましいと考えられる。 
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